

























A considering about the rise and fall of the Japanese textile
industry after the World War II











































































CH2= CH 付加重合 ［-CH2- CH-]n 加水分解
OCOCH3 OCOCH3
酢酸ビニル ポリ酢酸ビニル
［-CH2- CH--CH2- CH--CH2- CH CH2- CH-]n 希硫酸・紡糸 乾燥
繊維
OH OH OH OH 200℃
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NaOH処理 ［-CH2- CH-CH2- CH ]n1 CH2 ［ CH-CH2- CH-]n2
アセタール化 OH OH O－CH2－O
ビニロン



























［C6H7O2(OH)3]7＋ 3n(CH3CO)2O ［C6H7O2(OCOCH3)3]n＋ 3nCH3COOH
セルロース 無水酢酸 トリアセチルセルロース 酢酸
トリアセチルセルロースを加水分解してジアセチルセルロースをえる。


































nCH2＝ CH(CN)＋ mCH2＝ CHCl
アクリロニトリル 塩化ビニル






































nHOOC－ C6H4－ COOH＋ nHO－ CH2CH2－ OH
テレフタル酸 エチレングリコール




HOOC－ C6H4－ COOH＋ 2CH3－ OH H3COOC－ C6H4－ COOCH3＋ 2H2O
テレフタル酸 メタノール テレフタル酸ジメチル 水
nH3COOC－ C6H4－ COOCH3＋ nHO－ CH2CH2－ OH
テレフタル酸ジメチル エチレングリコール






















































１．旭化成工業 ２．旭硝子 ３．味の素 ４．鐘淵化学工業 ５．呉羽化学工業 ６．鋼
管化学工業 ７．昭和油化 ８．信越化学工業 ９．新日本窒素肥料 10．千代田化工建設
11．電気化学工業 12．東亜合成化学工業 13．東亜燃料工業 14．日産化学工業 15．日本
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CH≡ CH ＋ HCl CH2＝ CHCl
アセチレン 塩化水素 塩化ビニル
nCH2＝ CHCl ［－ CH2－ CHCl－]n
塩化ビニル ポリ塩化ビニル（繊維、パイプ等）
CH≡ CH ＋ CH3COOH CH2＝ CHOCOCH3
アセチレン 酢酸 酢酸ビニル
nCH2＝ CHOCOCH3 ［－ CH2－ CH(OCOCH3)－]n
酢酸ビニル ポリ酢酸ビニル（ビニロンの原料）
CH≡ CH ＋ H2 CH2＝ CH2
アセチレン 水素 エチレン






























































CH2Cl－ CH2Cl CH2＝ CHCl＋ HCl
1,2－ジクロロエタン 塩化ビニル 塩化水素












































































































合成繊維は、ナフサを熱分解して得られるメタン CH4、エチレン CH2 = CH2、プロピレン
CH2 = CHCH3や接触改質（触媒を用いて加熱することで炭化水素の構造を変え、性質を改良す
ること）でベンゼン C6H6、キシレン CH3-C6H4-CH3等に作られる。
13．技術研究組合の隆盛
「鉱工業技術研究組合法」の成立後に設立された主要技術研究組合を以下に示す。
日本産業における多くの分野で、技術研究組合が作られている。技術研究組合における協同
研究が、戦後の日本の技術研究を牽引したといっても過言ではないであろう。例えば、成功す
れば世界の食糧とエネルギーの覇権を握るといっても良い人工光成研究もオールジャパン体制
の「人工光合成化学プロセス技術研究組合」で研究がすすめられている。
1960年代…高分子原料技術研究組合、光学工業技術研究組合、電子計算機技術研究組合、そ
の他、繊維、包装材料、鋳物、石灰等の技術研究組合等
1970年代…IBMのコンピューターに対抗するための、富士通と日立、三菱と沖、日本電気と
東芝が提携した３つの電子計算機技術研究組合、原子力製鉄技術研究組合、総合
自動車安全・公害技術研究組合、ジェットエンジン技術研究組合、その他、自動
車部品、医療機器、環境問題、エネルギー、交通管制、医療等の技術研究組合等
1980年代…超 LSI技術研究組合、第５世代コンピューター開発プロジェクト技術研究組合、
国際ファジィ工学研究所技術研究組合、バイオテクノロジー開発技術研究組合、
その他、化学、非鉄分野等構造不況業種による技術研究組合等
1990年代…太陽光発電技術研究組合、汎用電子乗車券技術研究組合、技術研究組合超先端電
子技術開発機構等
2000年代…次世代パワーデバイス技術研究組合、電子商取引安全技術研究組合、水素供給・
利用技術研究組合、技術研究組合極端紫外線露光システム技術開発機構、日本
GTL技術研究組合（天然ガスから液体燃料を作る）等
2010年代…J-DeEP技術研究組合（油田発掘）、技術研究組合北九州スマートコミュニティ推
進機構、高効率モーター用磁性材料技術研究組合、スペースランド技術研究組合、
自然免疫制御技術研究組合、人工光合成化学プロセス技術研究組合等
戦後日本繊維産業の興亡に関する考察
― 32 ―
（『経済産業省生産動態統計年報 繊維・生活用品統計編』『繊維統計年報 通商産業大臣官房調査統計部編』より作成）
（『経済産業省生産動態統計年報 繊維・生活用品統計編』『繊維統計年報 通商産業大臣官房調査統計部編』より作成）
第２章 戦後の繊維産業の隆盛と凋落
１．戦後繊維産業の盛衰
日本が合成繊維の生産量でイギリスを抜き、アメリカに次ぐ世界第２位になった1956年（昭
和36）頃以降の繊維の生産量の推移を示す。
合成繊維の生産量が急速に増大し、1960年代の半ばには、レーヨンや綿糸の生産量を凌駕す
るに至っている。さらに合成繊維の繊維別生産量を次に示す。
1970年代にはポリエステルの生産量がナイロンを完全に凌駕した。しかし合成繊維も1990年
（平成２）から急速にその生産量が減少していく。次に参考までに明治から平成に至る繊維生
産量の推移を見てみる。
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戦前ほとんどがアメリカへ輸出され、ドルの稼ぎ頭であった生糸は1935年（昭和10）の約
42000トンを最高に、戦後は全く振るわなくなった。これは絹糸がアメリカンレイディのフル
ファッションストッキングに使用されたが、ナイロンの発売によりナイロストッキングがシル
クストッキングに置き換わったことが大きい。特に太平洋戦争中、アメリカへの生糸輸出が全
戦後日本繊維産業の興亡に関する考察
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（『経済産業省生産動態統計年報 繊維・生活用品統計編』『繊維統計年報 通商産業大臣官房調査統計部編』等より作成）
（『日本化学繊維協会編 繊維ハンドブック』より作成）
（『日本化学繊維協会編 繊維ハンドブック』より作成）
く途絶え、その間にナイロンが絹のシェアを奪ってしまったことによる。また戦中、軍事用（パ
ラシュート、軍用電線被覆等）に使用されたナイロンが戦後、民生用に振り向けられ、大量生
産で値段が下落したナイロンに生糸が価格的に全く太刀打ちできなかったことにもよる。日本
では綿糸やレーヨンに代わって合成繊維が破竹の勢いで大量生産されるが、1990年（平成２）
頃から急速に生産量を減らすことになる。戦後約40年にわたって世界に君臨した日本の繊維生
産量は現在では見る影もない。
現在では、上に示すように中国が世界の化学繊維の65％以上を生産する。中国が世界繊維工
場になったのである。繊維産業の地位の低下を最も端的に示しているのは次に示す輸出額に占
める繊維の割合である。
単調減少を示しているのは、繊維のみである。現在日本は、従来の汎用化学繊維とは異なる
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付加価値の高い繊維の少量生産にシフトさせている。
２．繊維産業の衰退の一原因―日米繊維交渉
戦後1950年代半ば、戦前の絹に代わる綿製品の日本からの輸入増加に対してアメリカ国内の
各繊維組合による日本への批判が高まった。事実、この時期の対米繊維品輸出は年々増加し、
1955年（昭和30）の輸出量は1953年（昭和28）の３倍を超した。「ワンダラーブラウス（１ドル
ブラウス）」に代表される安価な綿ブラウスが典型例である。さらに、アメリカ側の輸入に占め
る日本製品のシェアも75％を超えていた。日本の繊維業界もこの事態を重く受け止め、綿製品
の輸出を自主規制するという対策を打ち立てた。この自主規制の成果と、香港をはじめとする
アジア諸国の発展により日本のシェアは大幅に減っていった。しかし、アメリカ国内の繊維産
業からの強い要望により、日米政府間協定が1957年（昭和32）に結ばれた。
さらに1961年（昭和36）に GATT（関税と貿易に関する一般協定）の主催で国際繊維品貿易会
議が開催され、「綿製品の国際貿易に関する短期取り決め（STA）」が採択された。これは、アジ
ア各国からの主に綿製品の輸出が拡大したことを受け、米国繊維産業界が政府に対し強く要望
したもので、輸入国側が綿製品に限り輸入を制限できることを定めた国際条約である。STAは
その期間が１年と限定され、あくまでも一時的な措置という位置づけで終った。
GATTは1962年（昭和37）の STA終了を受け、繊維産業が国内経済に重要な役割を果たして
いることを理由に、GATTの一般規則（無差別主義、数量制限の禁止）から繊維製品を除外し、
「綿製品の国際貿易に関する長期取り決め（LTA）」を発行した。LTAは、綿製品が流入するこ
とで国内市場が崩壊する恐れがある場合に、輸入国と輸出国で二国間協定を結ぶ事（二国間協
定が合意に至らない場合は、輸入国側が一方的に輸入制限措置を講じることができる）を定め
たものである。
これにより、米国は日本を筆頭に18カ国との間で二国間協定を締結し、実質的に綿製品輸出
国側に対し輸入数量制限措置を講じた。LTAは当初５年間ということであったが２度の更新
を経て1973年（昭和48）まで続いた。
３．糸を売って縄を買う―アメリカへの繊維輸出規制と交換に沖縄返還を得る
綿製品に関する協定に端を発した日米繊維紛争は、さらに泥沼化する。すなわち、毛製品お
よび化学繊維製品の対米輸出を綿製品同様に規制することをアメリカ繊維業界が要求して来た
のである。当然日本側はこれに反発したが、この問題は単なる繊維製品貿易という経済問題の
領域にとどまらず、ニクソン大統領の選挙戦や沖縄返還問題も絡んだ政治問題へと発展、さら
に状況を複雑化させた。
LTAによってアメリカ繊維産業は復活を遂げたにもかかわらず、アメリカ繊維業界では輸入
規制を毛製品および化学繊維製品にまで広げるべきであるという機運が高まった。1965年に、
日本繊維協会、米国繊維製品製造業者協会（ATMI）の首脳会議が開かれ、これが紛争の発端と
なった。アメリカ側は綿製品の規制を他の化学繊維製品にまで適用することを主張したが、日
戦後日本繊維産業の興亡に関する考察
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本側はこれを拒否した。これに対しアメリカ国内の規制に関する要望はますます高まりを見せ
た。1967年（昭和42年）、米側は ATMI総会において「毛及び人造繊維製品、米国の輸出する繊
維品に対する外国の差別待遇の撤廃、米国の繊維製品輸入関税の引き下げ反対」を決議した。
そして ATMIはアメリカ政府議会に出して猛烈な運動を開始し、議会側も大統領選挙、議会選
挙を控えており業界の要求に迎合する姿勢を見せた。議会において繊維製品の輸入規制法案が
出され、国を挙げての運動へと広がりをみせ始めたのであった。1969年（昭和44）、ニクソンは
繊維製品の輸入規制実施を公約に掲げ大統領に就任した。就任後間もなく短繊維規制の態度を
表明するとともに GATTや OECD（経済協力開発機構）に対しては、繊維国際協定のための国
際会議開催を要求した。さらに日本政府に対して「毛化合繊に関する日米協定法案」を提出、
日本側に拒否されると二次案さらに被害報告資料を提出した。
アメリカ国内の輸入規制に対する要求は、このような形で盛り上がり、ついに日本政府との
交渉への発展を見るに至った。その背景には、国内での特に議会を中心とする強い政治的圧力
があった。先の ATMIの働き掛けに呼応する形で1967年（昭和42）から翌年にかけて第90回米
議会では繊維品の輸入規制に関する法案が主なものだけでも７法案も提出されている。さらに
ケネディ・ニクソンといった大統領の選挙公約も繊維業界の要望を強く意識した内容となって
いたのである。
なぜアメリカ議会と大統領がこれほどまでに繊維業界の要望を重視するのか。それはアメリ
カでも繊維産業は産地性を持ち、その産地選出議員は地元の利益代弁者としてさまざまな圧力
をかけざるを得ないからである。日本と全く同様の政治的圧力の基本構造なのである。こうし
たアメリカ側の動きに対して、日本の繊維産業界も黙ってはいなかった。1967年（昭和42年）
日本紡績協会、日本化学繊維協会、日本羊毛紡績協会の３団体は「米国輸入制限運動に反対し
日本政府の善処を要望する共同宣言」を採択した。さらに1970年、前述の３団体を始めとする
繊維業界19団体で日本繊維産業連盟を結成し、徹底交戦の姿を見せた。そしてアメリカ側の協
定法案に対し日本繊維産業連盟は強硬に拒否を続けた。しかしこの時期日本政府は沖縄返還問
題に関わっており、日米友好関係の維持という大命題があった。そのためアメリカ政府と国内
繊維産業の板挟みにあい、問題の解決に苦慮した。
こうした状況の中、交渉の長期化を嫌う日本政府は、当時の宮沢通産大臣と日本繊維産業連
盟の首脳会議等を通じ再三にわたる自主規制の打診を試みた。業界側はこれに応じる姿勢をな
かなか見せなかったが、アメリカのウィルバー・ミルズ下院歳入委員長が自主規制寄りの態度
を示したことで、一気に自主規制に応じる方向に転じたのであった。業界が自主規制に応じる
姿勢を見せた理由は、輸入規制法案の成立はなんとしても阻止する必要があること、ミルズの
承認なしにアメリカの通商法案成立はありえないこと、日本繊維業界としてはミルズを味方に
して損は無いこと、ミルズの構想が最も自由貿易原則に近いこと等が挙げられる。
果たして1971年（昭和46）４月１日より日本繊維業界は36ヶ月の自主規制を宣言、実施した。
日本政府はこの自主規制により、政府間交渉の必要はなくなったと主張し、交渉の終了を要望
した。アメリカ側の反応は複雑で、ミルズをはじめ議会内にはこの自主規制を歓迎する動きも
― 37 ―
神戸山手大学紀要第18号（2016.12）
見られたが、ATMIは日本側の自主規制を強硬に拒否した。結局自主規制の欠陥等を理由にニ
クソン大統領は自主規制の受け入れを拒否し、1971年（昭和46）３月をもって、日米政府間交渉
は打ち切られることとなった。
しかし最終的にはアメリカ政府が輸入割当制度を楯に政府間協定の締結を執拗に主張して来
たために、日本政府がアメリカの要求に屈する形で交渉は再開され、1972年（昭和47）１月10日
「日米毛人造繊維製品貿易取り決め」が成立した。業界は自主規制までして政府間交渉終結に
最大限の譲歩を見せたが、最終的にはアメリカ側の提出した協定案を認めるという形で政府間
交渉はようやく終焉を迎えることができた。
アメリカが国内産業保護の目的で日本に対米輸出規制を要求する。つまりアメリカ側が日本
からの輸入に規制を堂々とかけてくればよいのだが、それは自由貿易の旗手というアメリカの
建前が許さないのである。しかし、その代償として1972年（昭和47）５月15日、沖縄施政権が日
本に返還された。この日米交渉時の総理大臣は佐藤栄作であり、交渉の担当大臣は最終的には
通産大臣の田中角栄であった。佐藤栄作は非核三原則・アジアの平和への貢献等が評価されて
1974年（昭和49）ノーベル平和賞受賞、田中角栄はロッキード事件での受託収賄罪等の容疑で
1976年（昭和51）に逮捕された。
４．自主規制・政府間協定に対する莫大な補償金
1971年（昭和46）の自主規制から1972年（昭和47）の政府間協定に至る過程での業界の補償要
求は大きかった。自主規制に対しては、過剰設備処理費として337億円、運転資金融資として
959億円、近代化融資として465億円、利子補給補助金等として28億円。これらの他にも制度の
改善として日本紡績協会等から提出された構造改善事業の延長強化、輸出４組合から輸出関係
保険による速やかな補填等の要求が出された。また政府間協定に対する補償救済に対しては、
さらに2385億円という要求が出されている。こうした補償要求に対する政府の対応は総額1278
億円の救済金に加え、自主規制補償や離職宿舎に対する一時補償等を含めた2050億円に昇る対
策を実施するというものであった。当時の日本の国家予算は約20兆円であるので国家予算の１
％が補償金として使われたわけである。そしてこの実行者が時の通産大臣、田中角栄であった。
このようにして政府は繊維業界の要求に対し補償することとなったが、この補償対策が本当
に長期的にプラスの効果を日本の繊維産業に与えたかどうかは疑問である。確かに現金補償で
金が入ること自体は当事者にとってはプラスであるが、様々な補償という政策につきものの、
渡された金が効率的には使われないという傾向があったことも事実である。またこの補償は結
局、過剰設備の買い上げを促進する中小企業を中心とした弱小企業の救済策という色合いを
持っていた。構造改善事業により過剰企業の整理、大規模化や垂直間による統合を進めるとい
う繊維産業強化策を結局弱めるきっかけとなってしまった。通商政策上の失敗を補う要求を政
府に出すという、政府依存体質が繊維業界全体を覆ってしまったということが最も大きなマイ
ナスといえよう。そして前掲のグラフで見たように、繊維業は現在では日本の輸出総額の１％
にも満たない構造不況業種に陥ってしまったのである。
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５．繊維会社から総合化学会社へのメタモルフォーゼ
戦後、政府からナイロン製造を託された東レの現状を見てみる。戦前はレーヨン、戦後はナ
イロンさらにはポリエステルのリーディングカンパニーとして君臨した東レは現在、６分野の
事業を展開している。つまり繊維製造技術を基にした総合化学会社に転身している。
設立：1926年（昭和１年）、資本金：1427億円、事業展開国：26カ国、関連会社数：国内100社・
海外154社、従業員数：東レ7223人・国内関連会社10520人・海外関連会社28096人・合計45839人
（以上2016年）連結売上高：２兆1044億円、連結経常利益：1545億円（以上2015年）
⑴ 繊維分野…ナイロン・ポリエステル・アクリルの３大合繊はいまだに展開しているが製
造量は減少している。原糸、テキスタイル（織物・布地）、縫製品、エアバッグ、シート
ベルト、火力発電用のバグフィルター等の各種産業資材を製造している。
⑵ プラスチック・ケミカル分野…樹脂、フィルム、ケミカルの３つの事業からなるプラス
チック・ケミカル事業を展開している。特にポリエステルフィルムは世界シェア20％を
有するトップメーカーであり、植物由来の樹脂や太陽電池のフィルム等環境対応素材も
製造している。
⑶ 情報通信材料・機器分野…薄型ディスプレイ向けフィルムや中小型液晶カラーフィル
ター、回路材料、半導体材料、IT関連機器等幅広い製品を提供する東レグループの情報
通信材料・機器事業を展開。
⑷ 炭素繊維複合材料分野…東レが世界最大のメーカーであるポリアクリロニトリル系炭素
繊維は航空機の一次構造部材から自動車用等、各種補強材等一般産業用途、釣り竿・ゴ
ルフクラブのシャフト等のスポーツ用途まで様々な分野で使用されている
⑸ 環境・エンジニアリング分野…水処理膜を展開する東レの水処理事業は水不足の深刻化
が予測される21世紀の水需要に対し、世界トップレベルの技術を有する逆浸透膜（ポリ
アミド系複合膜）等の水処理の技術で水資源の確保に貢献している。
⑹ ライフサイエンス・医薬品分野…医薬事業・医療材料材・バイオツール事業拡大を目指
すサイエンス事業展開。また分析・調査・研究等のサービス関連事業も行っている。医
薬品としてはインターフェロン（B型 C型肝炎の抗ウィルス剤、多発性骨髄腫等に対す
る抗がん剤）等を製造している。今では知る人は少ないが、東レは戦中および戦後の一
時期ペニシリンを製造販売していた。その流れをくむのがライフサイエンス医薬品事業
である。
戦後、政府からビニロン製造を託されたクラレの現状を見てみる。戦前はレーヨン、戦後は
ビニロンのリーディングカンパニーとして君臨したクラレは現在、６つの事業を展開している。
ビニロン原料であるポリビニルアルコールが基本になっている。
設立：1926年（昭和１）、資本金：890億円、関連会社数：国内25社、海外46社、国内従業員数：
単体3327名・連結8405名（以上2016年）、連結売上高：5217億円、連結経常利益：645億円（以上
2015年）
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⑴ 繊維・人工皮革・不織布分野…ビニロンはアスベスト代替品としても使用されている。
日本初の人工皮革クラリーノ、不織布（繊維を織らずに絡み合わせたシート状のもの、
ウェットティッシュやマスク等が代表）
⑵ プラスチック分野…ポバール樹脂（ビニロンを樹脂状にしたもの）、ポバールフィルム（液
晶ディスプレイ）
⑶ ケミカル・ゴム・エラストマー（ゴム弾性を有する高分子）分野…イソプレンゴム
［-CH2-CH＝ CH－ CH2-]nやイソプレンを原料にしたエラストマーやケミカル製品（医
薬・農薬中間体やジオール（２価アルコール）系工業用洗浄剤等
⑷ メディカル・環境関連分野…歯科材料・人工骨インプラント（欠けた骨を補完する人工
骨）、排水処理用ポリビニルアルコール、活性炭製品等
⑸ エンジニアリング分野…化学分野をはじめとするプラント建設やメンテナンス
⑹ 新事業分野…成形物表面への微細加工技術を応用した成形品の技術開発および市場開拓
（LED部品、自動車関連部材等）
以上、概観したように両社ともに繊維事業はもはや全体事業の中の一部に過ぎない。総合化
学会社（医薬・エンジニアリングも含む）にメタモルフォーゼを遂げて世界をリードする化学
系会社として活動を続けている。他の戦前からの綿紡績・レーヨン会社においても現在も続い
ている会社は例外なく総合化学会社に移行している。
６．繊維産業衰退の原因
この項では、今まで見てきた繊維産業衰退の原因を箇条書きにし、まとめとしたい。
⑴ 汎用繊維（ナイロン・アクリル・ポリエステルなど）では技術のキャッチアップが容易
であり、人件費が安い中国・インド・インドネシア・タイ・韓国などに市場を奪われた。
⑵ 政府の補助金依存体質が繊維業界全体を覆って、過剰企業の整理・大規模化や垂直間に
よる統合を進めるという繊維産業強化策が進まなかった。
⑶ かつての繊維大企業は利益率の高い高付加価値の繊維のみを製造するようになると共
に、脱繊維可を図り、素材・医療・環境などの分野に進出し総合化学会社に移行した。
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